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[事案 28-51] 入院給付金等支払請求  

・平成 29年 1月 30 日 和解成立 

＜事案の概要＞ 

責任開始日前の発症を理由に入院給付金および手術給付金を不支払いとされたことから、入

院給付金等の支払いを求めて申立てのあったもの。 

＜申立人の主張＞ 

平成 26 年 12 月に契約した入院保障保険について、以下の理由により、入院給付金等を支払

ってほしい。 

(1)契約前にＡ病院婦人科を受診していたことは、契約時に募集人に話しており、募集人から

は、今すぐに治療や手術が必要と言われていなければ契約して大丈夫と言われた。 

(2)もし自分が病気であることを認識していたなら、わざわざ他社の別の保険から本契約に乗

換えなどしない。 

＜保険会社の主張＞ 

以下の理由により、申立人の請求には応じられない。 

(1)募集人は、申立人から平成 26 年 8 月に申立人が婦人科に健診に行ったが、問題はなかった

ということは聞いたが、病院名も含め具体的なことは何も聞いていない。 

(2)募集人は、申立人のいう健診が一般的な健診であると思い、問題はなかったということな

ので、告知事項には該当しないと判断したもので、不適切な募集行為はなかった。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、募集人の対応に不適切な点

があったかどうかなど契約申込み当時の状況を把握するため、申立人および募集人に対して事

情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、募集人の不適切な募集行為は認められず、申立人の主張は認められないも

のの、以下のとおり、本件は和解により解決を図るのが相当であると判断し、業務規程第 34

条 1 項にもとづき、和解案を当事者双方に提示し、その受諾を勧告したところ、同意が得られ

たので、和解契約書の締結をもって解決した。 

(1)乗換契約の場合には、責任開始日より前の発病であるか否かによって、給付金が支払われ

るか否かが変わる可能性があるので、募集人は、乗換えのリスクについて十分に配慮をし

て説明する必要がある。しかし、本件においては、申立人に対して必ずしも十分な説明が

なされていなかった。 

(2)申立人に対し、告知に際して不適切な説明がなされた可能性が高く、また、契約成立以前

に、申立人は、既契約の解約について募集人に伝えていたと認められるが、募集人が新契

約成立前に解約をしてはいけない旨を申立人に伝えた形跡はなく、募集人は乗換えのリス

クを十分に把握できていなかったものと考えられる。 


